
１　【歳入】地方消費税交付金（社会保障財源化分） 2億7,463 万円

２　【歳出】 （単位：万円）

うち地方消
費税交付金
（社会保障
財源化分）

社会福祉総務費 26,285 14,354 0 33 11,898 2,008

障がい福祉費 48,655 32,606 0 0 16,049 3,719

社会福祉施設費 2,093 0 0 1,283 810 160

高齢者福祉費 30,839 31 0 863 29,945 2,357

高齢者福祉施設費 8,305 7,056 0 110 1,139 635

児童福祉総務費 55,011 24,708 0 2,100 28,203 4,204

児童手当費 23,612 19,947 0 0 3,665 1,805

母子父子福祉費 554 248 0 0 306 42

児童福祉施設費 9,043 3,580 0 54 5,409 691

認定こども園費 38,939 494 10,240 2,515 25,690 2,976

243,336 103,024 10,240 6,958 123,114 18,597

社会福祉総務費
（国民健康保険事業）

21,662 9,652 0 170 11,840 1,656

高齢者福祉費
（介護保険事業）

46,440 2,473 0 0 43,967 3,549

高齢者福祉費
（後期高齢者保険事
業）

7,873 5,394 0 30 2,449 602

75,975 17,519 0 200 58,256 5,807

予防費 40,025 20,789 0 38 19,198 3,059

40,025 20,789 0 38 19,198 3,059

359,336 141,332 10,240 7,196 200,568 27,463

（注）表示単位未満は四捨五入しており、積上げ額と一致しない場合があります。
※地方消費税交付金（社会保障財源化分）は、各種事業に要した一般財源の比率に応じて按分して充当して
います。
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令和４年度地方消費税交付金（社会保障財源化分）の使途状況について

　 平成26年4月1日より消費税率（国・地方）が5％から8％へ、令和元年10月1日より８％から10％に引

き上げられたことに伴う地方消費税交付金の増収分（社会保障財源化分）については、その使途を明確化

し、社会保障施策に要する経費に充てるものとされています。
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令和４年度一般会計における社会保障施策関連経費への充当状況は、次のとおりです。
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